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Ⅰ．研究開発投資の拡充と重点化

１．研究開発投資の拡充

科学技術基本計画及び分野別推進戦略（平成１３年９月決定）を踏まえ、科学技術関係予算は、
厳しい財政事情においても着実に増加。
この結果、平成１３年から平成１５年度までの政府研究開発投資の累計は１２兆５，５６７億円
（１５年度の地方分は未集計）。

科学技術関係予算額の推移

１

 ※累積投資総額規模 24兆円は、政府研究開発投資の対ＧＤＰ比率１％、 
ＧＤＰ名目成長率 3.5％を前提。 
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第２期科学技術基本計画期間における政府研究開発投資額

地方分(補正)

地方分(当初)

補正

当初
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累積投資総額規模
２４兆円　※

4兆5,842億円

8兆9,651億円

12兆5,567億円

  13年度当初　　3兆4,685億円
  13年度補正　　   6,081億円
  13年度当初(地方) 4,992億円
  13年度補正(地方)　　84億円
  14年度当初　　3兆5,444億円
　14年度補正　　　 3,238億円
　14年度当初(地方) 5,127億円
  計　　　　　　8兆9,651億円

  15年度当初  3兆5,916億円
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平成１５年度科学技術関係予算の分野別金額の増減
（平成13年度に対するパーセンテージ）
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２．研究開発投資の重点化

●平成１４年度及び平成１５年度の「資源配分の方針」を策定し、予算編成段階における優先順位付けを通じ、
重点４分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料）を中心にメリハリのついた資源配分を実施。
●平成１３年度予算に対する平成１５年度予算を見ると、重点４分野全体のシェアは３６．０％から３８．７％へと増加。
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(19.4%)          (8.7%) (5.0%)(4.2%)        (34.8%)               (0.8%) (      (12.6%)     　　  (14.6%)

重点４分野 7,554

重点４分野 7,221

その他４分野 12,810

その他４分野 12,721

その他４分野 12,385

８分野計 20,198

８分野計 20,275

８分野計 20,031

(金額：億円)

重点４分野 7,813

(19.5%)          (8.3%) (4.2%)(4.0%) (34.2%)                                   (13.3%)   　　   (15.3%)

(1.2%)

原子力 3,281
        (16.2%)

(0.8%)
原子力 3,383
        (16.7%)

原子力 3,709
        (18.5%)

(20.1%)          (8.7%) (5.4%)(4.5%)       (33.0%)                      (1.0%) (12.4%)     　  (14.9%)

（注）１．本資料は各府省から提出されたデータを基に集計したものである。
　　　２．上記科学技術関係予算には大学に係る予算（国立大学の附置研究所及び大学共同利用機関を除く）、分野横断的に
　　　　　実施される施策事業等、研究分野に分類されていないもの合計約１兆5,000億円は含まれていない。
　　　３．原子力の予算額については、ライフサイエンス分野のものも一部含む。



３．経済活性化

●平成１４年度補正予算及び平成１５年度予算において、「経済活性化のための研究開発プロジェクト」
を新規で１，３２７億円を計上。
●平成１５年度の税制改正において、抜本的な科学技術関連税制の拡充を実現 。

ソフトウエアを含むＩＴ投資に関し、
取得資産投資額の10％相当額の税額
控除と取得資産の50％相当額の特別
償却との選択適用を認める制度を創
設。

（減税規模：約６，０００億円強）

ＩＴ投資促進税制

ストックオプション税制の拡大に加
え、エンジェル税制について、現行
の優遇措置の要件が緩和されるとと
もに、ベンチャー企業（特定中小会
社）への投資額について、同一年分
の株式譲渡益から控除する等の措置
を実施。

創業支援・ベン
チャー企業関連減
税

試験研究費総額の８～10％（当初３
年間は10～12％）を税額控除する制
度を創設。

（減税規模：約６，０００億円）

研究開発税制

３

科学技術関連税制

経済活性化のための研究開発プロジェクト（新規施策)
の分野別シェア

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ分野

505億円(37.0%)

情報通信分野

423億円(31.0%)

環境分野

92億円(6.7%)

ﾅﾉﾃｸ･材料分野

178億円(13.1%)

エネルギー分野

25億円(1.8%)

製造技術分野

56億円(4.1%)

社会基盤分野

27億円(2.0%)
フロンティア分野

58億円(4.2%)

H14補正予算

H15当初予算

1,327億円



１．競争的研究資金の拡充と制度改革

●全体で平成15年度予算約3,500億円と着実に拡大。しかし、倍増目標(3,000億円→6,000億円)の達成率は
１８％。
●制度改革について、総合科学技術会議が改革メニューをとりまとめ、平成14年6月及び平成15年4月に
「競争的研究資金制度改革について」を意見具申。
●これに基づき、各制度は、平成14年秋から、プログラムオフィサー、プログラムディレクターの設置等
改革に着手。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

12年度     13年度    14年度  15年度予算         17年度目標 

2,968 

3,265 

(+10.0%) 

3,443 

(+5.5%) 

3,490 

(+1.4%)

約6,000

金 

額 

（ 

億 

円 

） 

50.6％ 

12.8％ 

10.9％ 

10.8％ 
厚生労働科学研究費補助金(厚生労働省) 

科学技術振興調整費(文部科学省) 

（競争的研究資金予算額の推移）

(競争的研究資金制度改革についてのポイント)

○競争的研究資金獲得に対するインセンティブの向上（研究従事者の
雇用拡充及び３０％の間接経費実現等）と研究機関による研究費及び
研究者のエフォートの管理等を推進。

○制度の目的に応じ、できるだけ多くの研究者が応募できるよう検討。

○経歴、業績ではなく、研究計画重視の審査の実施と中間評価及び事
後評価の体制の整備。

○若手研究者を中心とした任期付き任用の幅広い導入と競争的研究資
金の獲得を業績評価の主要な項目の一つとして位置付け。

○プログラムオフィサー、プログラムディレクターによる一元的管
理・評価体制の整備。

○弾力的運用のため、年度間繰越及び年複数回申請の実施、電子シス
テム化とデータベースの拡充を推進。

○本省が運用する制度については、その規模や実態を踏まえ、独立し
た配分機関にその配分機能を委ねる方向で検討。

○大学改革を通じて、競争的な給与・人事システムの構築と研究と教
育を区分した予算措置及び管理を導入。

戦略的創造研究推進事業
(文部科学省)

科学研究費補助金(文部科学省)

４

Ⅱ．科学技術システム改革



２．研究開発システム改革－人材の流動化等

総合科学技術会議において、国の研究機関等における、任期制及び公募の実施を促進するため、
「研究者の流動性向上に関する基本指針（意見）」（平成１３年１２月２５日）を決定。
大学、国研、独立行政法人、特殊法人のいずれも任期付任用の割合は０％～5.8％と低いが、一部
の国立大学、独立行政法人において抜本的な取り組みを開始するところが出現してきている。

（任期付研究者の状況）

導入 任期付 任期付研究者

機関数 研究者 ／研究者総数

国立大学( 99) 65         3,546            5.8％
公立大学( 75)          12             131           1.2％
私立大学(512)       119          1,571           1.9％
大学共同( 15) 9               73           4.1％
利用機関

国研 (24)           9               36            1.6％
独法研 (32)         23             478           5.8％
特殊法人（12） 0                 0             0％
等
※本表では人件費で雇用している研究者のみを対象としているが、特殊法人

等では、この研究者に加えて研究開発の実施に当り研究費により任期付で

研究者を雇用する場合があり、その任期付研究者の総数は2,401人である。

●国研及び独法研のうち、任期付研究者が
多い機関（１０人以上）

(独)産業技術総合研究所 292人/ 2,447人
(独)経済産業研究所 24人/      24人
(独)物質材料研究機構 23人/ 432人
(独)通信総合研究所 17人/ 316人
(独)航空宇宙技術研究所 16人/    322人
(独)農業技術研究機構 15人/ 1,465人
(国)国土技術政策総合研究所 13人/    251人
(独)放射線医学総合研究所 12人/ 175人

●九州大学は平成１５年４月から理工系の
研究院（大学院研究科に相当）で教官の半
数強に任期制を導入。

５



３．産学官連携の仕組みの改革

「大学発ベンチャー１０００社計画（平成14～16年度）」（平成13年5月、経済産業省）、「産学官連携の基本的
考え方と推進方策」（平成14年6月、総合科学技術会議 意見具申）等を踏まえ、ＴＬＯ等の体制整備、国立大学
等の規制の緩和等各種規制緩和を実施。
大学と民間企業等との共同研究数、大学発ベンチャー企業数は急増し、産学官連携が進展。

６

承認TLOの特許出願件数及びロイヤリティ収入の推移（特許出願件数） （千円）
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４．国立大学等の施設整備

●科学技術基本計画に基づき、｢国立大学等施設緊急整備５か年計画｣(平成13年4月 文部科学省)を策定。
●平成15年度末時点で、進捗率は整備計画面積で55.1%（597万㎡に対して329万㎡)、目標整備費で70.7%
(15,783億円に対して11,161億円)。

｢国立大学等施設緊急整備５か年計画｣のポイント
と進捗状況

１．計画期間：平成13～17年度
２．整備対象：整備にかかる費用は最大約1兆6千億円
と見込まれる。
(1)優先的な目標として整備：
209万㎡(173万㎡、82.8%)
①大学院充実等に伴う大学院施設の狭隘解消等：
122万㎡(106万㎡、86.9%)
②卓越した研究拠点等：37万㎡(31万m2、83.8%)
③先端医療に対応した大学付属病院等：
50万㎡(36万m2、72.0%)

(2)老朽化した施設の改善整備：
388万㎡(156万m2、40.2%)

※( )の数値は、15年度当初予算までの進捗実績。

注１：( )の数値は進捗率。
２：15年度予算にはPFI事業675億円を含む。
３：13年度当初予算には、12年度補正予算による前倒し分1,485億円を含む。

７

国立大学等施設緊急整備5か年計画の進捗状況

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度目標

17年度目標

15年度当初

14年度補正

14年度当初

13年度補正

13年度当初

(億円)

14年度当初
1,464億円

13年度当初
2,498億円

13年度補正
3,957億円

14年度補正
1,163億円

15年度当初
2,079億円

6,455億円
(40.1%)

9,082億円
(57.5%)

11,161億円
(70.7%)

約1.6兆円



ⅢⅢ．総合科学技術会議の使命．総合科学技術会議の使命

基
本
計
画

○｢産学官連携の基本的な考え方と推進方策｣ (H14.6.19意見具申)
○｢競争的研究資金制度改革について｣ (H15.4.21意見具申)
○｢知的財産戦略について｣ (H14.12.25意見具申)  など

国家的に重要な研究開発の評価

○｢大規模新規研究開発の評価｣(総額約500億円以上)(H14.12.25意見具申)

H15年度に新たに実施が予定される3課題(再生医療の実現化プロジェクト、準天頂衛
星システム、イネゲノム機能解析研究)を評価．

○｢総額10億円以上の研究開発の評価｣(総額約10億円以上)(H14.11.11決定)

H13.9からH14.8までに府省で評価された164課題について評価．

○｢国際熱核融合実験炉(ITER)計画について｣(H14.5.29意見具申) など

府省の評価

国の研究開発評価に関する大綱的指針（H13.11.28 内閣総理大臣決定）

Ｐｌａｎ

資源配分の方針

概算要求施策の精査・
優先順位（ＳＡＢＣ）付
け

各 種 提 言

政
府
予
算
案
等
へ
反
映

基本計画のフォローアップ(毎年度、3年経過後詳細フォローアップ)

○各省における科学技術
関係施策の展開

○各種制度改革

・規制緩和

・税制改革、等

各年度の重点課題

Ｄｏ

Ｓｅｅ

科
学
技
術
基
本
計
画

(H13.3.30)
閣議決定

★

科学技術の戦略的重点化
分野別推進戦略(H13.9.21) ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ、情報通信、環境、ﾅﾉﾃ
ｸ･材料等8分野の5年間の研究開発目標等を定めた戦略

科学技術システム改革

８

○｢ＢＴ研究開発の推進について｣ (H14.12.25意見具申)
○｢地球温暖化対策技術研究開発の推進について｣ (H15.4.21意見具申)など

※H13.1～H15.3 答申4件、意見具申25件
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